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【 論文 】

小学 5 年生のレジリエンスを高める授業の効果
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要約
　小学 5 年生のレジリエンスは、肯定的な未来志向、興味関心の追求、感情調整の要素から構成される。今回は、こ
れらの要素を高める授業を行い、その効果を検討した。対象者は小学校 5 年生、213 名である。未来志向のレジリエ
ンスは原因帰属、興味関心の追求は自己理解、感情調整は ABC 理論の観点から、それぞれの授業が考案された。授
業を行う前日にプリテストを、当日にポストテストを、1 週間後にフォローアップテストを行い、レジリエンスの変
化を検討した。また、授業を行う前の子どもたちの落ち込み状況を把握し、今回の授業がそれに影響を与えたどうか
を検討した。その結果、1）三つの授業のいずれもポストテストの方がプリテストよりも高かった、2）未来志向では
落ち込みあり群に、興味・関心の追求では、落ち込みなし群にレジリエンスが高くなっていた、3）フォローアップ
テストとポストテストを比較したところ、3 つの授業のいずれも有意差は認められず、効果が持続しているものと考
えられた。これらのことからレジリエンスの授業の単元化が議論された。
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Ⅰ．はじめに
　近年、経済・教育・心理・医療分野をはじめ、多くの
分野で「Resilience」が注目されている。「Resilience」は、
日本語では「回復力」、「弾力性」や「立ち直り」と訳さ
れ、困難に直面した際に落ち込みや傷つきから回復す
る力であるとされる。「Resilience」（以下、レジリエン
ス）は、1970 年代に欧米の研究により端を発し、その後、
我が国に紹介され、レジリエンスに関する要因分析の研
究が行われた（庄司、2009）。こうした研究の中でレジ
リエンスは、教育分野において我が国が 1990 年代から
課題としてきた「生きる力」と類似した概念であるとさ
れ（森ら、2002）、そのためにもレジリエンスを育成し
高めていくための研究が必要であるとされている（池田、
2008；冨永ら、2009）。
　欧米では、レジリエンスの要因分析の研究のみな
らず、実践研究も多数行われている（Gillham, J., & 
Brunwasser, S. M. 2008; Gillham, J. E. et al., 2007）。こ
れらの実践を概観すると「スキル重視型」、「体験重視型」、

「環境整備型」に分ける事ができる（原・都築、2013）。
　我が国では、「レジリエンスの実践」を直接、目指し
た研究が十分に行われているわけではない。北浦 (2004)
と川井ら（2006）は、認知的スキルの獲得を目指した報
告をしている。北浦（2004）は「前向きに行動できる児
童を育てる指導」を試みた。ものの見方を変えるリフレー

ミング（リ・フレーミング）を通して物事のマイナス面
だけにとらわれない指導を朝の会や学級活動等様々な機
会で行ったところ、児童は多様なものの見方ができるよ
うになり、行動面に変化が現れたと報告している。また、
川井ら（2006）は困難場面での自己否定的な認知の反駁
に着目し、児童に一斉指導を行ったところ、児童のセル
フ・エスティームが高くなったとしている。この二つの
報告は、困難に直面した際のものの見方や認知を扱って
いるという点から見るとレジリエンス研究の範疇に入る
ものと考えられるが、直接扱っていないために、レジリ
エンスが高まったどうかは明らかになっていない。近年
レジリエンスを高めることを目的とした一般向けの教材
もいくつか見られるが、実際に実践によって高まったか
どうかはあまり示されていない（深谷・上島・レジリエ
ンス研究会、2009；足立・鈴木・久世、2014）。
　そこで原ら（2014）は、「スキル重視型」に着目し、
レジリエンスの育成を意図した実践を行った。この実践
は、小学 5 年生を対象に困難場面におけるスキル重視型
の指導を 30 分間と 10 分間という制約された時間で試み
たものである。その結果、実践後の方がレジリエンスを
構成する一部の力は高まったが、変化が見られないもの
も見られた。30 分と 10 分という変則的な時間で実施す
るのではなく、小学校における一般的な授業時間である
45 分の授業形式で正規に実践を行っていくことが課題
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として示された。
　また、レジリエンスは落ち込みから回復する力である
という視点から、児童の落ち込みを考慮する事も重要で
ある。現在落ち込んでいる子どもは落ち込みから回復す
るために、落ち込んでいない子どもは今後危機に直面し
た際に落ち込まないために、レジリエンスを育成する必
要があると考えられる。そのため落ち込みの有無によっ
てレジリエンスの意義は多少異なっている。全ての子ど
もにレジリエンスを高める事が必要であり、レジリエン
スに着目した教育実践を学校教育に導入していく必要が
あると考えられるが、その意義の違いから、学級に在籍
するすべての子どもの状況を、落ち込みがある子どもと
落ち込みがない子どもの場合に分け、とりわけ落ち込み
のある子どもに効果が見られるかを検証する必要がある
と考えられる。
　さらに、実践の効果が維持されているかどうかを検討
することも重要である。心理教育の領域において、実践
の効果が維持されたかどうかを確認するために実践直後
だけでなく 1 週間後や 1ヶ月後のフォローアップ調査が
行われることは珍しくない（下田、2013）。本研究でも、
実践の維持について検討する必要があると考えられる。
　以上のことより本研究では、小学 5 年生を対象にレジ
リエンスを高める事を意図した 45 分間の実践を行い、
その効果を検証し、それらが子どもの落ち込み状況の有
無によって異なるかどうかを検討する。ここで小学 5 年
生を対象にしたのは、体育科保健領域において「こころ
の健康」という単元が小学校 5 年生に設定されており、
本実践成果をこれに適用していきたいという考えからで
ある。なお、本研究ではレジリエンスの中でも肯定的な
未来志向、興味・関心の追求、感情調整という三つの下
位因子に着目し、これらに対応した 3 種類の内容を構想
することとした。

Ⅱ．実践の構想
　前述した目的を明らかにするために以下の諸点に配慮
して実践の全体計画を構想した。
１．指導内容
１）肯定的な未来志向を高める実践
　肯定的な未来志向（以下未来志向とする）を高めるた
めの実践として原因帰属のスキルを中心とした授業を構
想した。原因帰属は Weiner が提唱したものであり、あ
る行為によってある結果がもたらされた際にその原因を
何に求める（帰属する）かによってその後の動機づけの
水準が規定されるとするものである（豊田、2012）。そ
の後 Seligman は、原因帰属を帰属スタイルや説明スタ
イルと称し帰属が抑うつやセルフエスティームと関連す
ることを示している（Seligman、2011）。原因帰属スキ
ルが未来志向を高めると考えられる理由として、原因帰

属に着目した実践が未来志向に似た楽観性を高めること
を示した研究がみられることがある（Reicich, K. R., et 
al. 2006）。原因帰属を学ぶ事によって未来志向が高まる
と予測できる。また、落ち込んでいる子どもが、授業の
中で事例を通して原因帰属の学びを得ることにより、現
在の状況から回復することに応用できれば、レジリエン
スは高まると考えた。詳しい実践内容を資料 1 に示す。
２）興味・関心の追求を高める実践
　ものごとに興味や関心を持ち、それを高めるために
は体験活動が有効であると言われている（文部科学省、
2008）。今回は、「興味・関心の追求」（以下、興味・関
心とする）を高めるために、自己理解を扱うことを構想
した。ここでいう自己理解とは、自分の長所や興味・関
心など、ポジティブな面についての理解である。自己概
念に関する研究によると、小学 2 年生よりも小学 4 年生
の方が、自己の否定的な面に関する言及は多くなること
が示されている（佐久間−保崎ら、2000）。このことか
ら小学校高学年段階では自己の否定的な側面に目が向き
がちであると考えられる。また、日々の教育現場の観察
から、小学校高学年ではものごとへの興味・関心を持っ
ているが、あまり意識化されていない点が指摘できる。
そこで興味・関心を含めた自分のポジティブな面を意識
化させ、シェアすることによって、興味・関心の追求が
高まると考えた。詳しい実践内容を資料 2 に示す。
３）感情調整を高める実践
　感情調整を高めるために ABC 理論に基づいた実践を
構想した。ABC 理論は Elis が提案したものであり、出
来事と感情の間には、思考（考え方）が存在している
とするものである（木村、2004）。欧米のレジリエンス
を高める実践では、ABC 理論に関する実践がいくつか
行われている（Reicich, K. R. et al., 2000）。我が国でも
ABC 理論を含んだ認知行動療法の実践によって抑うつ
が低下したという報告がある（佐藤ら、2009）。これら
のことから ABC 理論に基づく実践は、感情を落ち着か
せることに有効であり、感情調整を高める事に効果的な
のではないかと考えた。詳しい実践内容を資料 3 に示す。
４）配慮事項
　授業を実践する際の工夫や留意点を以下に示す。
　1 点目に、未来志向や感情調整の実践では、事例を用
いて主人公の思考等を児童に想像させ回答を求めた。そ
の際、小学生の経験頻度と嫌悪感が高い 2 種類の場面（岡
崎・安藤、2010）を用いることで、皆が想像できるよう
にした。
　2 点目に、どの実践でも、児童が自分で考える時間に
授業者と担任教諭は、1 人 1 人机間巡視をし、的確に回
答できている児童にはそのことを伝え、また回答できて
いない児童にはアドバイスを行った。どの児童も回答で
きるまで時間を取った。
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　3 点目に、どの実践においても児童の発表によって共
有を行った。自分と異なる意見を聞くことで児童の理解
をより進めたいと考えた。発表は挙手によって行われた。

２．手続き
　二つの小学校の 227 名を対象に実践及び調査を実施
し、欠席などからそのうち 215 名を対象に分析を行った。
それぞれ 3 クラスずつ、計 6 クラスである。実践の前日
までに担任によりプリテストが実施された。その後第一
著者がゲストティーチャーとなり学級単位で 45 分間の
実践を 1 回行い、授業実践日に担任教諭がポストテスト
を行った。1 小学校 3 クラスでは、学校都合のためフォ
ローアップを行えなかったことより、残りの１小学校 3
クラスにおいて 1 週間後にフォローアップを行った。

３．評価
１）プリテスト
　①　レジリエンス　実践に対応するレジリエンスの評
価を行った。「未来志向」の評価内容は、「自分の将来に
希望を持っている」「自分には将来の目標がある」等の
5 項目からなる。いずれも「全くあてはまらない」「あ
まりあてはまらない」「どちらでもない」「ややあてはま
る」「かなりあてはまる」の 5 件法で回答を求め、これ
らの合計点を未来志向の得点とした。「興味関心」は、「物
事に対する興味や関心が強いほうだ」、「いろいろなこと
に挑戦するのが好きだ」等の 5 項目からなる。未来志向
の場合と同様にこれらの合計点を興味関心の追求の得点
とした。「感情調整」は、「いつも落ち着いているように
心がけている」、「驚く事があっても、自分を落ち着かせ
ることができる」等の 3 項目からなる。合計点を感情調
整の得点とした。
　②　落ち込み　子どもが落ち込んだ経験があるか否か
を把握するためにプリテストにおいて「1 学期の間に落
ちこんだり、つらいと感じるような経験をしたことがあ
る」、「1 学期の間に落ち込んだ経験があり、今現在も落
ち込んでいる」、「1 学期の間に落ち込んだ経験があるが、
今現在は立ち直った」の 3 項目について尋ねた。回答は

「全くあてはまらない」「あまりあてはまらない」「どち
らでもない」「ややあてはまる」「かなりあてはまる」の
5 件法とした。
　今回は、このうち、「1 学期の間に落ち込んだり、つ
らいと感じるような経験をしたことがある」において「か
なりあてはまる」と「ややあてはまる」を選択し、かつ「1
学期の間に落ち込んだ経験があり、今現在も落ち込んで
いる」において「かなりあてはまる」と「ややあてはま
る」を選択したものを「落ち込みあり群」とし、それ以
外のものを「落ち込みなし群」とみなした。

２）ポストテスト
　①　レジリエンス　実践に対応するレジリエンスにつ
いての調査を行った。質問内容は、プリテストで行った
ものと同一のものである。
３）フォローアップ
　①　レジリエンス　プリテスト、ポストテストと同様
に授業内容が子どもの日常生活で維持され、定着したか
どうかを見るために、授業後 1 週間の時点（フォローアッ
プ）で次の項目を尋ねた。
　②　授業後の活用　授業内容を活用したかどうかにつ
いて知るために、「授業で知った新しい考え方を試しま
したか」と問い「試した」「試さなかった」で回答を求
めた。試した場合には、「新しい考え方は困った事に役
立ちましたか」と尋ね「とても役立った」「少し役立った」

「まったく役に立たなかった」のいずれかで回答を求め
た。試さなかった場合には、その理由（「思いださなかっ
たから」、「困ったことがなかったから」、「役に立たない
と思ったから」）を選択させた。次に、役に立ったと答
えたものには、「どのような場面（いつ、どこ、どんな）
で、どのように役に立ちましたか。できるだけ詳しく書
いてください」と問い、自由記述を求めた。「全く役に
立たなかった」と答えたものにも「どのような場面（いつ、
どこ、どんな）でどのように役に立たないと思いました
か。できるだけくわしく書いてください」と問い、自由
記述を求めた。
　なお、ストレスマネジメントやソーシャルスキル等の
心理教育の実践を見ると、フォローアップの期間を 1 週
間（後藤・佐藤・佐藤、2000；藤枝・相川、2001；細
田・三浦、2013）とするものから 1ヶ月（細田・三浦、
2011；藤岡・下田、2011）、2ヶ月（川井・吉田、2006；
倉掛・山崎、2006）、半年（小関・嶋田・山崎、2006）
とするものまである。本研究では、45 分の授業を 1 回
行ったため、これらを参考に 1 週間後にフォローアップ
を行うこととした。

４．倫理的配慮
　本研究は、あらかじめ研究目的および研究内容につい
て当該の小学校において検討され、校長および職員会議
の了解を得て実施された。被験者である 5 年生に対して
は実践前後の比較のために記名式のアンケートを 3 回実
施しているが、マッチング後は氏名を伏せた状態でデー
タ入力を行った。プライバシー保護のため以後の分析は、
すべて匿名の状態で処理された。

５．結果の分析
　実践の効果を検討するために、今回は以下の点から分
析をおこなった。1）学級全体として効果が認められた
かどうかを検討するために得点に関して Wilcoxon の符
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号付き順位和検定を行った。2）レジリエンスの高まりが、
子どもの状況（落ち込みの有無）によって異なるであろ
うという観点から「落ち込みあり群」と「落ち込みなし
群」に分け、Wilcoxon の符号付き順位和検定を行った。3）
実践の効果が維持されているかどうかを検討するために
三つの学級を対象に、ポストテストとフォローアップテ
ストの得点に関して Wilcoxon の符号付き順位和検定を
行った。

Ⅲ．未来志向を高める実践
１．方法
　二つの小学校の第 5 学年を対象に行った。2014 年 x
月に 36 名（男児 17 名、女児 19 名；以下、Ａ組）、2015
年 y 月に 37 名（男児 19 名、女児 18 名：以下、Ｄ組）。
前述したようにＡ組は、プリテスト−授業−ポストテス
トを行った。D 組は、プリテスト−授業−ポストテスト
−フォローアップテスト（実践から 1 週間後）を行った。
評価等は前述の通りである。
　
２．結果と考察
１）実践の前後における学級全体の得点の比較
　得点及び検定の結果を表 1 に示す。検定の結果、両テ
スト間で未来志向得点に関して有意な差が認められた

（z=-2.203、p<.05）。ポストテストの方がプリテストよ
りも得点が高く、実践の効果が認められたと言える。

２）落ち込みなし群とあり群の得点の比較
　得点及び検定の結果を表 2 に示す。検定の結果、落ち
込みなし群では未来志向得点に関してプリテストとポス
トテスト間に有意な差が認められなかった（z=-1.854、
p<.10）。一方、落ち込みあり群では両テスト間に有意な
差が認められ（z=-2.335、p<.05）、ポストテストの方が
プリテストよりも得点が高く、実践の効果が認められ
た。このように落ち込みなし群では実践の効果が認めら
れず、落ち込みあり群では実践の効果が認められたこと
から落ち込みの有無の要因が実践効果に反映することが
示唆されたと言える。

３）直後と一週間後の得点の比較
　得点及び検定の結果を表 3 に示す。検定の結果、ポス
トテストとフォローアップテストの間で有意差は認めら
れなかった（z=-1.056、n.s.）。ポストテストとフォロー
アップの得点に差がないことから一週間経っても変化が
見られなかったと考えられる。

４）１週間後の調査
　D 組に実践の 1 週間後にアンケートを行った。その
結果を表 4 に示す。「試してみたか」では、35％（13 名
/37 名）が試し、65％（24 名 /37 名）が試さなかったと
答えた。試したものに「試して役立ったか」を尋ねたと
ころ、「とても役立った」が 61.5％（8 名 /13 名）、「少
し役立った」が 4 名（30.8％）、「まったく役に立たなかっ
た」が 1 名（7.7％）であった。試さなかったものに「試
さなかった」理由を問うたところ、「思いださなかった
から」が 29.2％（7 名 /24 名）、「こまった事がなかった
から」が 66.7%（16 名 /24 名）、「役に立たないと思った
から」が 4.2％（1 名 /24 名）であった。「役だった内容」
を尋ねたところ、「友達や家族とのケンカの場面や、勉
強に関することで役立った」と答えるものが多かった。
　また、試したかどうかで、1 週間後の未来志向得点に
違いが現れるかを調べるために、回答ごとにポストテ
ストとフォローアップテストの未来志向得点について
wilcoxon の符号付き順位和検定を行った。その結果全て
において有意差が認められなかった。実践内容を日常生
活で試したか、役に立ったかということと効果の維持は
関係がなく、どちらにしても維持されることがわかった。
　表 5 は試したものと試さなかったもののフォローアッ
プ時の未来志向得点である。試したかどうかで、1 週
間後の未来志向得点に違いが表れるかを調べるために、
フォローアップ得点に関して、試したものと試さなかっ
たものの点数を t 検定によって比較した。その結果、試
したものと試さなかったものの一週間後の未来志向得点
に有意な差異は見られなかった。

表１　未来志向得点の変化

表３　未来志向得点の維持

表２　落ち込みの有無と未来志向得点

表５　学んだ内容を試したかどうかによる1週間後の点数
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表４　１週間後のアンケート結果と回答後の各レジリエンス（未来志向、興味関心、感情調整）得点
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Ⅳ．興味・関心の追求に関する実践
１．方法
　二つの小学校の第 5 学年を対象に行った。2014 年 x
月に 36 名（男児 17 名、女児 19 名；以下、B 組）、2015
年 y 月に 37 名（男児 19 名、女児 18 名：以下、E 組）。
前述したように B 組は、プリテスト−授業−ポストテ
ストを行った。E 組は、プリテスト−授業−ポストテス
ト−フォローアップテスト（1 週間後）を行った。

２．結果と考察
１）実践の前後における学級全体の得点の比較
　得点及び検定の結果を表 6 に示す。検定の結果、前後
で得点に有意差が認められ（z=-2.590、p<.01）、ポスト
テストの方がプリテストよりも得点が高く、実践の効果
が示されたと言える。

２）落ち込みなし群とあり群の得点の比較
　落ち込みなし群とあり群の得点及び検定の結果を表 7
に示す。落ち込みあり群では前後の得点に有意差が認め
られなかった（z=-0.573、n.s.）。一方、落ち込みなし群
では有意な差が認められ（z=-2.335、p<.05）、ポストテ
ストの方がプリテストよりも得点が高く、実践の効果が
示された。したがって、落ち込みあり群では実践の効果
が見られなかったが、落ち込みなし群では実践の効果が
認められたと言える。

３）直後と 1 週間後の得点の比較
　得点及び検定の結果を表 8 に示す。検定の結果、ポス
トテストとフォローアップテストの間で有意差は認めら
れなかった（z=-0.273、n.s.）。ポストテストとフォロー
アップの得点に差がないことから 1 週間経っても得点に
変化が見られなかったと考えられる。

４）実践後の調査について
　E 組に実践の 1 週間後にアンケートを行った。その結
果を表 4 に示す。「試してみたか」では、35％が試し (13
名 /37 名）、65％（24 名 /37 名）が試さなかった。試し
たものに「試して役立ったか」を尋ねたところ、「とて
も役立った」が 61.5％（8 名 /13 名）、「少し役立った」
が 4 名（30.8％）、「まったく役に立たなかった」が 1 名

（7.7％）であった。試さなかったものに「試さなかっ
た」理由を問うたところ、「思いださなかったから」が
29.2％（7 名 /24 名）、「こまった事がなかったから」が
66.7％（16 名 /24 名）、「役に立たないと思ったから」が
4.2％（1 名 /24 名）であった。「役立った内容」を尋ね
たところ、「嫌な事があったときに落ち着くようになっ
た」、「悲しくなったときに役に立った」等、困難場面で
落ち着く方法として役立ったとする内容が示された。
　試したかどうかで 1 週間後の興味関心得点に違いが現
れるかを調べるため、回答ごとにポストテストとフォ
ローアップテストの興味関心得点について wilcoxon の
符号付き順位和検定を行ったところ、未来志向と同様、
全てにおいて有意差が認められなかった。
　表 5 は試したものと試さなかったもののフォローアッ
プ時の興味関心得点である。試したかどうかで、フォロー
アップ時の興味関心得点に関して、試したものと試さな
かったものの点数を t 検定によって比較した。その結果、
試したものと試さなかったものの一週間後の興味関心得
点に有意な差異は見られなかった。

Ⅴ．感情調整に関する実践
１．方法
　二つの小学校の第 5 学年を対象に行った。2014 年 x
月に 35 名（男児 17 名、女児 18 名；以下、C 組）、2015
年 y 月に 34 名（男児 17 名、女児 17 名：以下、F 組）。
前述したように C 組は、プリテスト−授業−ポストテ
ストを行った。F 組は、プリテスト−授業−ポストテス
ト−フォローアップテスト（1 週間後）を行った。

３．結果と考察
１）実践の前後における学級全体の得点の比較
　得点及び結果を表 9 に示す。検定の結果両テスト間で
感情調整得点に関して有意な差が認められた（z=-2.030、
p<.05）。プリテストよりもポストテストの得点が高く、
実践の効果が認められたと言える。

表６　実践の前後での興味関心得点

表８　興味関心得点の維持 表９　実践の前後での感情調整得点

表７　落ち込みの有無と興味・関心得点
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２）落ち込みなし群とあり群の得点の比較
　得点及び結果を表 10 に示す。検定の結果、感情調整
得点に関してプリテストとポストテスト間に有意な差
が認められた（z=-1.980、p<.05）。一方、落ち込みあり
群でも両テスト間に有意な差が認められた（z=-2.214、
p<.05）。落ち込みありと落ち込みなしの両群ともに、ポ
ストテストの方がプリテストよりも高く実践の効果が認
められたと言える。

３）直後と 1 週間後の得点の比較
　得点及び結果を表 11 に示す。検定の結果、感情調整得
点に関してポストテストとフォローアップテストの間で
有意差は認められなかった（z=-1.010、n.s.）。したがって
プリテストとフォローアップの成績に差がないことから、
1 週間経過しても得点に変化が無かったと考えられる。

４）実践後の調査について
　F 組の 1 週間後のアンケート結果を表 4 に示す。「試
してみたか」では、29.4％が試し（10 名 /34 名）、70.6％（24
名 /37 名）が試さなかった。試したものに「役立ったか」
を尋ねたところ、「とても役立った」が 10％（１名 /10
名）、「少し役立った」が 30％（6 名 /10 名）、「まったく
役に立たなかった」が 10％（1 名 /10 名）であった。試
さなかったものに「試さなかった」理由を問うたところ、

「思いださなかったから」が 37.5％（9 名 /24 名）、「こ
まった事がなかったから」が 58.3％（14 名 /24 名）、「役
に立たないと思ったから」が 4.2％（1 名 /24 名）であっ
た。「役立った内容」を尋ねたところ、「感情を抑えるこ
とに役立った」が多く「役立たなかった内容」は「うま
くできなかった」などが記されていた。
　試したかどうかで 1 週間後の感情調整得点に違いが現
れるかを調べるために、回答ごとに、ポストテストとフォ
ローアップテストの感情調整得点について wilcoxon の
符号付き順位和検定を行ったところ、全てにおいて有意
差が認められなかった。実践内容を日常生活で試したか、
役に立ったかということと効果の維持は他の実践と同様
に関係がなく、維持されることがわかった。
　表 5 は試したものと試さなかったもののフォローアッ

プ時の感情調整得点である。試したかどうかで、フォロー
アップ時の感情調整得点に関して、試したものと試さな
かったものの点数を t 検定によって比較した。その結果、
試したものと試さなかったものの一週間後の感情調整得
点に有意な差異は見られなかった。

Ⅵ．総合考察
１．指導内容について
１）未来志向に関する実践
　原因帰属がセルフ・エスティームや自己効力感にプラ
スの影響を与えること（川井ら、2006）や、楽観性を高
めること（Reicich, K. R., 2000）が示されているが、レジ
リエンス中の未来志向においても効果が認められたと言
える。これは、困難場面での永続的帰属−一時的帰属を
取り扱ったことから、失敗しても失敗がずっと続くわけ
ではないことが子どもたちに認識され、より肯定的に未
来を志向する事ができるようになったものと考えられる。
２）興味・関心の追求に関する実践
　興味・関心の追求においては、自分の長所や興味・関
心などポジティブな面の理解に関する実践を行った。佐
久間 - 保崎ら（2000）の研究結果から、今回の小学校 5
年生段階では、まだ自分の興味や関心を十分に認識して
いないものと考えたからである。自己理解に関する授業
実践では『Who  am  I テスト』やエゴグラムを用いて
行われることが多い傾向にある。今回の授業では、答え
やすさと長所や興味・関心に注目させたいという意図か
ら、用意した 10 の問いに答えてもらう方法を採用した。
これらに答え、子どもたちが情報をシェアし、困難場面
で「気分転換に用いられることを知る」という実践を行っ
た。その結果、効果が示された。実践の１週間後の調査
では、「落ち込んだときに好きなことをして落ち着いた」
という記述も見られ、興味・関心の追求が、落ち込みか
らの回復を促していることが実際に見てとれたと言える。
３）感情調整に関する実践
　感情調整においては、ABC 理論に基づき、出来事と
思考と感情が別であるという内容の授業を行った。これ
は、欧米における感情調整を高めることを意図した実践

（Reicich, K. R.、2000）を参考にしたものである。今回
の結果から、ABC 理論に基づく我が国の実践研究にお
いても感情調整が高まった事例を提示したと言える。１
週間後の調査においても悲しい出来事があった際に、「落
ち着くことができた」という意見が示され、感情調整が
困難から回復する力に影響を与えていることが示された。

２．落ち込みとの関連について
　落ち込みとの関連から見ると 3 つの実践において異な
る結果が示された。未来志向では落ち込みあり群に、興
味・関心では落ち込みなし群に、感情調整では両群に差

表11　感情調整得点の維持

表10　落ち込みの有無と感情調整得点
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がみられた。未来志向と感情調整に関する授業で、落ち
込みあり群において有効な影響を与えたのは、この二つ
の授業が、困難場面を用いたためだと考えられる。困難
場面を用いたことにより、落ち込みあり群の子どもが、
現在の困難や落ち込みに対応しやすかったものと思われ
る。その一方、今回の興味関心の授業において落ち込み
要因の効果が認められなかったのは、指導に使用した
ワークシートの問いにうまく答えられないものがいたた
めであると考えられる。今後、興味関心における授業に
おいてはワークシートの工夫が必要になるであろう。
　また本研究では、小学校高学年の子どもが経験しやす
くかつ嫌悪感が高い友達とのトラブル場面と学業での失
敗場面を取り扱い、誰にでも容易に考えられる解決方法
を提示した。児童が直面する問題は今回示したもので全
て解決できるわけではなく。個別的な対応が必要なもの
も存在する。そういった児童には、個別的な対応が必要
になるだろう。

３．実践効果の維持について
　実践によって向上したレジリエンスは 1 週間維持され
ていた。実践内容を試したもの 29〜35％と試さなかっ
たもの 71〜65％のレジリエンスを比較すると、それら
に差異は見られず、試したかどうかにかかわらず同じ結
果であった。また 1 週間の間に授業で学んだことを実試
したものの割合は 29〜35％であり、あまり多いとは言
えなかった。試さなかった理由として、どれも困ったこ
とがなかったからが 50％以上でもっとも多く、スキル
は残っているが、実践の機会が少なかったと考えられる。
よって、実践を実行できなくても覚えていれば、実践の
効果は維持されるのではないかと考えられる。同じスキ
ル型であるストレスマネジメントトレーニングでは、ス
キルや知識の日常生活の定着にはある程度時間がかか
り、定着を促す必要があると述べられている（細田・三
浦、2013）。レジリエンスでもスキルの実行および定着
を促す必要があると考えられる。

４．今後の課題と展望
　これらの実践で、一定の効果が見られたが、より厳密
に効果を検討するために、統制群を用いて比較する事が
望ましい。また、今回は、一クラスに一時間ずつ実践を
行ったが、レジリエンスの尺度をみると、各因子の合計
がレジリエンスである（小塩、2002）。さらに原因帰属
は、未来志向だけでなく、興味関心や感情調整にも影
響し、自己理解は未来志向にもつながっている。さらに
ABC 理論は未来志向とも関連する可能性がある。レジ
リエンス全体を考えた際に、それぞれの実践が他のレジ
リエンスにどのように影響し、組み合わせるとどうなる
のかを検討する必要があると考えられる。今後は、これ

らを明らかにすることが重要であろう。また、本研究は
実践の対象者を落ち込みあり群となし群に分けて検討す
ることでより効果が詳細にわかった。これまでの保健学
習では、こういった ATI 的な視点はあまり見られなかっ
たが、今後は一人ひとりに合った授業を行っていくため
個人の特性や状況を考慮することをやっていくことも必
要になっていくのではないだろうか。

Ⅶ．おわりに
　今回は、小学 5 年生を対象として、レジリエンスを構
成する要素である未来志向、興味・関心の追求、感情調
整を高めるための三つの実践を行い、その効果を検証し
た。三つの実践のいずれにおいても学級全体の得点の見
た場合には実践後の方が実践前よりも得点が上昇し、そ
の効果が認められた。また、落ち込みの有無の要因を検
討したところ、未来志向においては、落ち込みあり群の
方に、興味・関心の追求においては、落ち込みなし群の
方に効果が認められた。一方、感情調整においては落ち
込みの有無の要因の効果は認められなかった。授業の実
施直後と 1 週間後の得点を比較したところ、両者に有意
差は認められず、得点差がないことから効果が持続して
いるものと判断された。
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Abstract
　　Childrem’s resilience is formed from elements like positive future orientation, seeking interests and 
concerns and emotional regulation. Lessons were conducted to strengthen these elements and the effects were 
then analyzed. The study focused on 213 fifth grade elementary school students. Each lesson were devised 
from the perspectives of future orientation and causal attribution, seeking interests and concerns and self-
understanding, and emotional regulation and the ABC theory. Pre-tests were given the day before lesson, post-
tests were given on the day of lessons, and follow-up tests were given one week after lesson to determine 
changes in terms of resilience. In addition, the studies assessed the state of despondency felt by children prior 
to holding lessons and then examined whether or not the lesson had a positive impact. The results indicated 
that 1) in all three lessons, post-test results were better than pre-test results; 2) resilience had improved with 
the group that showed despondency in terms of positive future orientation and also with the non-despondent 
group in terms of seeking interests and concerns ; 3) a comparison of follow-up tests and post-tests revealed 
that there were no significant differences in any of the three lessons and the benefits were thought to be 
ongoing. Based on these findings, the introduction of resilience learning units was discussed.
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Resilience, 5th grade elementary school students, lesson


